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親会社名　　   沖電気工業株式会社　     （コード番号：　6703） 親会社における当社の株式保有比率：　 55.3 　％

米国会計基準採用の有無 無

１. 14年  3月期の連結業績（平成 13年 4月 1日 ～ 平成 14年 3月 31日）
(1)連結経営成績 　　　　（記載金額は百万円未満切捨）

　　　 売    上    高 　　　　  営  業  利  益 　　　　経  常  利  益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年  3月期 32,136 △ 20.7 759 175.0 823 145.3

13年  3月期 40,517 10.3 276 △ 3.4 335 △ 0.4

         当期純利益
１ 株 当 た り
当期純利益

潜在株式調整
後１株当たり当

期純利益

株 主 資 本
当期純利益率

総 資 本
経常利益率

売 上 高
経常利益率

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭 ％ ％ ％

14年  3月期 212 - 19.29 - 1.9 2.7 2.6

13年  3月期 △ 1,899 - △ 172.66 - △ 15.5 1.1 0.8

(注)①持分法投資損益 14年  3月期           -        百万円          13年  3月期           -        百万円

     ②期中平均株式数（連結）　14年  3月期    10,999,903 株　　　13年  3月期    10,999,686 株

     ③会計処理の方法の変更 無

     ④売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率

(2)連結財政状態
       　総  資  産         　株  主  資　本        株主資本比率 　１株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年  3月期 29,475 11,346 38.5 1,031.51

13年  3月期 32,406 11,239 34.7 1,021.82

(注)期末発行済株式数（連結）　14年  3月期    11,000,000 株　　　13年  3月期    10,999,500 株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　営業活動による 　　　　投資活動による 　　　財務活動による 　現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　期　末　残　高

百万円 百万円 百万円 百万円

14年  3月期 36 △ 139 △ 91 3,144

13年  3月期 890 △ 594 △ 243 3,338

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数  3　社   持分法適用非連結子会社数　   -  　社   持分法適用関連会社数　   -  　社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規）   -  　社  （除外）   -  　社   持分法（新規）   -  　社  （除外）　   -  　社

２. 15年  3月期の連結業績予想（ 平成 14年 4月 1日  ～  平成 15年 3月 31日 ）
　 　　　売　　上　　高 　　　　 経　常　利　益 　　当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

中間期 10,100 10 △ 30

通　　期 34,500 1,050 470

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   42 円 73 銭 

（注）上記の予想は、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断した見通しであり、リスクや不確実性を含んでいます。実際の業績は、

　　　様々な要素により、これら業績予想は大きく異なる結果となり得ることをご承知おき下さい。



（沖ウィンテック） 

－連結 1－ 

 添 付 資 料  

 企 業 集 団 の 状 況  
当グループは、当社、親会社、子会社３社、関連会社１社、関連当事者で構成されており、その主

な内容と各社の当該事業に係る位置付けは、次のとおりであります。 
当社は、情報通信システム、電気設備、その他これらに関連する事業を行っております。 
親会社沖電気工業㈱は、電子通信装置、情報処理装置、電子デバイス、その他の製造及び販売を事

業としており、当社の情報通信システム分野の大口受注先であります。 
連結子会社芝浦沖電設㈱は、当社が受注した電気設備工事の一部の設計施工及び保守を中心に事業

を行っております。 
連結子会社㈱オーテムは、当社が受注した情報通信システム工事の一部の設計施工及び保守を中心

に事業を行っております。 
連結子会社㈱オーケーエンタプライズは、電設資材の販売、車両・事務機器等のリース及び不動産

賃貸を事業としております。 
関連会社九州沖通信機㈱は、沖電気工業㈱製品の販売並びにこれらに関する施工等を行うとともに、

福岡地区において当社が受注した情報通信システム工事の一部の設計施工及び保守等の事業を行って
おります。 
関連当事者㈱沖電気カスタマアドテックは、沖電気工業㈱の子会社であり、情報処理機器並びに通

信機器の保守及び販売を事業としており、当社の情報通信システム分野の大口受注先であります。 
関連当事者㈱沖電気コミュニケーションシステムズは、沖電気工業㈱の子会社であり、伝送・無線・

制御機器製品等の設計及び製造販売を事業としており、当社の情報通信システム分野の大口受注先で
あります。 
事業の系統図は次のとおりであります。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

親会社 
沖 電 気 工 業 ㈱

関連当事者 
㈱沖電気カスタマ

アドテック 
 
㈱沖電気コミュニ

ケーションシステ

ムズ 

 
沖ウィンテック㈱

連結子会社 
芝 浦 沖 電 設 ㈱ 

連結子会社 
㈱ オ ー テ ム 

連結子会社 
㈱オーケーエンタ

プ ラ イ ズ 

情報通信システム機器

の仕入 

情報通信システム工事の施工等 

《その他の会社》 
 関連会社 
 九州沖通信機㈱ 情報通信システム工事の施工等 

電気設備工事の施工等 

情報通信システム工事の施工等 

電設資材の販売 
車両・事務用機器のリース 
不動産の賃貸 

情報通信システム

工事の施工等 



（沖ウィンテック） 

－連結 2－ 

 「経営方針」並びに「経営成績及び財政状態」  

Ⅰ．経営方針 
１．会社の経営の基本方針 
当社グループは、会社設立以来情報通信システム分野と電気設備分野を事業の柱として培ってき
た当社の強みを生かして「私ならこうして欲しいを先回り」を標榜し、お客様の多様なニーズに高
品質で顧客満足度の高い幅広いサービスの提供を行っていくことを経営の基本方針としております。 
 
 

２．会社の利益配分に関する基本方針 
当社は、安定配当を基本としつつ、株主の皆様への利益還元と、将来の事業展開のため内部留保
とのバランスを考慮し、配当を行うことを基本方針としております。 
 

３．中長期的経営戦略と会社の対処すべき課題 
建設市場の縮小傾向は、わが国経済の中長期的構造変化に伴うもので、当面大幅な市場回復は望
めないものと考えられます。一方情報通信システム分野はＩＴ革命が進行中で種々なビジネスチャ
ンスが萌芽してきております。このような環境変化にタイムリーに対応し継続的に発展するため、
次の課題に積極的に取組んでまいります。 
①営業力強化（営業ネットワーク整備拡充、ＳＥ力増強等） 
②ローコストオペレーション（購買体制整備拡充、原価低減推進体制の整備拡充等） 
③サービス体制の整備拡充（24 時間 365 日受付体制充実、リモートメンテナンス拡充等） 
④人事制度改革（人材育成制度拡充、成果主義の拡充等） 
⑤技術力強化（既存施工技術の充実と新技術習得、ネットワークシステム技術向上等） 
⑥環境に優しい事業展開（省資源システム、資源リサイクルシステム等） 
 

４．商号の変更 
当社は、電気および通信の工事業に、沖電気グループのコアである情報通信のトータルソリュー
ション提供を加え、総合エンジニアリング企業へと事業ドメインの拡大を図ってまいります。そし
てそのミッションを果たす決意を新たにすべく、平成 14 年 1 月 1 日に社名（商号）を 

沖ウィンテッ沖ウィンテッ沖ウィンテッ沖ウィンテック株式会社ク株式会社ク株式会社ク株式会社（Ｏｋｉ Ｗｉｎｔｅｃｈ Ｃｏ．，Ｌｔｄ） 
に変更いたしました。 

ウィンテックは 21 世紀の窓（Ｗｉｎｄｏｗ）を拓き、新たな風（Ｗｉｎｄ）に乗り、未来へ飛翔（Ｗｉｎｇ）
してお客様とともに勝利（Ｗｉｎ）していくことを意味します。 
『沖ウィンテック』は未来への進化をつなぐベストパートナーとして、電気エネルギー、情報通
信、空調・衛生等、ｅ社会になくてはならないインフラ環境を構築し、皆様のより高い満足を提供
してまいります。 
 

５．関連当事者との関係に関する基本方針 
当社事業運営の補完を最大目的として国内に子会社を設置いたしており、沖ウィンテックグルー
プの付加価値の高い機能的な分業体制の確立を目指しております。 
また、沖電気工業㈱は情報通信システム分野の大口受注先で、平成 14 年 3 月 31 日現在で当社の
発行済株式総数の 55.3％（直接所有 53.1％、間接所有 2.2％）所有しており、当社は同社の連結子
会社に当たり同社の役員 2 名（取締役 1 名、監査役 1 名）が当社の監査役を兼務いたしております。 



（沖ウィンテック） 

－連結 3－ 

Ⅱ．経営成績及び財政状態 
１．当期の概況 
当期のわが国経済は、世界経済の減速やＩＴ不況の影響を受けて企業の生産および設備投資が減
少し、企業収益の悪化等を背景とした雇用不安や所得減少という厳しい環境を受けて個人消費が低
迷する等年間を通じて停滞したまま推移いたしました。 
当社グループの事業領域におきましても、前期に引き続き官民を問わず建設投資の減少および設
備投資の停滞により非常に厳しい経営環境におかれ、生き残りをかけた熾烈な企業間競争を強いら
れている状況に終始いたしました。 
このような事業環境のもとにあって、グループ全体をあげて顧客重視の事業を推進し、積極的な
営業活動を展開するとともに、原価低減のための標準工程の見直しや施工管理の効率化並びに電気
部門技術者を情報通信部門に配置転換、早期退職優遇措置の実行等事業の再構築諸施策を実施いた
しました。 
さらにコスト競争力強化の為の原価低減として、電話交換機装機工事の工数大幅低減および現場
における施工省力化の為、施工センタを昨年 12 月に開設し 7 割以上を施工センタで集中施工する体
制を整備いたしました。また、協力会社の役割分担見直しによる外注費低減、プロセスマネジメン
トによる施工管理の省力化検討、信用不安に伴う与信管理の厳格運用の徹底、人事戦略としては実
力主義・成果主義を基本とした新制度導入等の諸施策を実施してまいりました。 
その結果、当期の連結完成工事高は、前期比 20.7％減の 321 億 36 百万円（情報通信システム部
門は前期比 0.3％減の 185 億 70 百万円（構成割合 57.8％）、電気設備部門は前期比 37.8％減の 130
億 51 百万円（構成割合 40.6％）、その他は前期比 43.1％減の 5 億 14 百万円（構成割合 1.6％））と
なりました。 
収益につきましては、厳しい受注・価格競争下にありまして量の拡大に走ることなく慎重に体力
にあった受注を心がけたこと、不採算物件が前期で一段落したことおよびきめこまかい原価低減努
力を徹底したことがあいまって、経常利益は前期比 145.3％増の 8 億 23 百万円、また、早期退職優
遇措置に伴う特別退職金を特別損失に計上いたしましたので当期純利益は前期比 21 億 11 百万円増
の 2 億 12 百万円（前期は退職給付会計基準変更時差異 32 億 33 百万円を一括償却いたしました。）
となりました。 
当期の営業活動によるキャッシュ・フローは、未成工事支出金の増加および仕入債務が減少いた
しましたが、売上債権が減少したこと等により 36 百万円（前期比 95.9％減）のキャッシュ・イン
となりました。投資活動によるキャッシュ・フローは有形固定資産の取得を中心として 1 億 39 百万
円（前期比 76.6％減）のキャッシュ・アウトとなりました。また、財務活動によるキャッシュ・フ
ローは、配当金の支払を中心に 91 百万円のキャッシュ・アウトとなりました。この結果、現金及び
現金同等物は、期首より 1 億 93 百万円減少し 31 億 44 百万円となりました。 
なお、単独の業績につきましては、当期の完成工事高が前期比 20.3％減の 313 億 40 百万円（情
報通信システム部門は 0.3％減の 185 億 46 百万円、電気設備部門は前期比 38.3％減の 127 億 93 百
万円）、経常利益は前期比 3.3 倍の 7 億 58 百万円、また、早期退職優遇措置に伴う特別退職金を特
別損失に計上いたしましたので当期純利益は前期比 20 億 75 百万円増の 1 億 51 百万円（前期は退職
給付会計基準変更時差異 32 億 14 百万円を一括償却いたしました。）となりました。 
当期の配当につきましては、中間配当として 1 株当たり 4 円を実施いたしましたが、期末配当も
同額として、年間配当を 8 円とさせていただきたく定時株主総会に提案する予定でございます。 



（沖ウィンテック） 

－連結 4－ 

 
 《連結》完成工事高  

    （単位：百万円） 
当連結会計年度 

自 平成 13 年 4 月 1 日 
至 平成 14 年 3 月 31 日 

前連結会計年度 
自 平成 12 年 4 月 1 日 
至 平成 13 年 3 月 31 日 

増   減 
年度別 

 
 
区 分 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 増減比 

  ％  ％  ％ 
情報通信システム部門 １８，５７０ ５７．８ １８，６２３ ４６．０ △   ５３ △ ０．３ 
電 気 設 備 部 門 １３，０５１ ４０．６ ２０，９９０ ５１．８ △７，９３８ △３７．８ 
そ の 他 ５１４ １．６ ９０３ ２．２ △  ３８９ △４３．１ 

計 ３２，１３６ １００．０ ４０，５１７ １００．０ △８，３８０ △２０．７ 
     

 《単独》完成工事高  
    （単位：百万円） 

当   期 
自 平成 13 年 4 月 1 日 
至 平成 14 年 3 月 31 日 

前   期 
自 平成 12 年 4 月 1 日 
至 平成 13 年 3 月 31 日 

増   減 
年度別 

 
 
区 分 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 増減比 

  ％  ％  ％ 
情報通信システム部門 １８，５４６ ５９．２ １８，６０６ ４７．３ △   ６０ △ ０．３ 
電 気 設 備 部 門 １２，７９３ ４０．８ ２０，７２９ ５２．７ △７，９３５ △３８．３ 

計 ３１，３４０ １００．０ ３９，３３６ １００．０ △７，９９５ △２０．３ 
     

 《単独》受注工事高  
    （単位：百万円） 

当   期 
自 平成 13 年 4 月 1 日 
至 平成 14 年 3 月 31 日 

前   期 
自 平成 12 年 4 月 1 日 
至 平成 13 年 3 月 31 日 

増   減 
年度別 

 
 
区 分 金   額 構成比 金   額 構成比 金   額 増減比 

  ％  ％  ％ 
情報通信システム部門 １９，８３０ ５６．９ １７，４２９ ５４．４ ２，４０１ １３．８ 
電 気 設 備 部 門 １５，０２７ ４３．１ １４，５９３ ４５．６ ４３３ ３．０ 

計 ３４，８５７ １００．０ ３２，０２２ １００．０ ２，８３５ ８．９ 
 



（沖ウィンテック） 

－連結 5－ 

２．次期の見通し 
今後の見通しにつきましては、日本経済は世界的な景気回復の流れに乗り輸出部門がリードして
僅かばかりプラス成長が見込まれておりますが、先行きは依然として不透明と推測されます。 
当社グループの事業領域におきましては、依然として設備投資、住宅投資および公共投資部門に
おいてマイナス成長が予測される等非常に厳しい経営環境にあり、各社生き残りをかけた熾烈な企
業間競争を繰り広げており、今後もこの傾向は激しさを増すものと予測されます。 
このような状況にありまして、一昨年度から推進してきた事業構造改革が一応の成果を挙げたも
のとし、2002 年度をそれを土台として更なる経営基盤の充実を図るべく『個性あるコンパクトで足
腰の強い企業を目指して』を標榜し飛躍する年と考えております。具体的には現下の厳しい経営環
境にあっては量の拡大は望むべくもありませんので、最低売上高 300 億円以上経常利益 10 億円以上
を目指し、また、お客様の数を 7 千社から早い時期に 1 万社に持っていく諸施策を着実に実行して
いく覚悟でございます。その為①営業力・ＳＥ力を質量両面に亘って強化し、②あらゆる面におい
て効率化を図りローコストオペレーションを指向し、③ネットワーク時代にマッチしたお客様の満
足度を向上すべくサービス体制を整備拡充強化してまいります。さらに、仕事量に見合った人員構
成、組織運営のフラット化、成果主義の徹底等の改革を進めてまいります。 
厳しい経営環境ではありますが、メガ・コンペティション時代を生き抜くため、全社員の意識改
革をはじめとして、あらゆる面の見直しを行い経営体質の強化を図り、一層の業績向上発展に努め
てまいる所存でございます。 
このような取組みを通じて、グループ全体での経営体質の強化に努めてまいります。 
 
次期（平成 15 年 3 月期）の通期業績見通しは、次のとおりであります。 
 
①連結業績見通し 完成工事高： ３４５億円 （前期比   7.4％増） 
 営 業 利 益     ：  １０億円 （前期比  31.6％増） 
 経 常 利 益     ：  １０億５千万円 （前期比  27.6％増） 
 当期純利益：   ４億７千万円 （前期比 121.5％増） 

 
②単独業績見通し 完成工事高： ３４０億円 （前期比   8.5％増） 
 営 業 利 益     ：   ９億１千万円 （前期比  37.2％増） 
 経 常 利 益     ：  １０億円   （前期比  31.8％増） 
 当期純利益：   ４億５千万円 （前期比 196.5％増） 

 
 
※前述の業績見通しは、現時点で入手可能な情報に基づき当社が判断した見通しであり、リスクや不確

実性を含んでいます。実際の業績は、様々な要素により、これら業績見通しは大きく異なる結果となり

得ることをご承知おき下さい。 
 
 
 
 
 



（沖ウィンテック） 

－連結 6－ 

 連 結 財 務 諸 表 等  

１．連結貸借対照表 

        （単位：百万円） 
当連結会計年度 

（平成14年3月31日現在） 
前連結会計年度 

（平成13年3月31日現在） 
増 減 年度別 

 
科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 
    

（ 資 産 の 部 ）  ％  ％  
      

Ⅰ 流 動 資 産      
      

現 金 預 金 ２，１４４  ３，３３８  △ １，１９４ 
      

受取手形・完成工事未収入金等  １３，７９８  １７，５８３  △ ３，７８４ 
      

有 価 証 券 １，１４０  １７９  ９６０ 
      

未 成 工 事 支 出 金 等 ２，９２２  １，５３５  １，３８７ 
      

そ の 他 ４５１  ３５７  ９３ 
      

 貸 倒 引 当 金 △     ５４  △     ６５  １１ 
      
      

流 動 資 産 合 計 ２０，４０３ ６９．２ ２２，９２９ ７０．８ △ ２，５２６ 
      

Ⅱ 固 定 資 産      
      

１ 有 形 固 定 資 産      
      

建 物 ・ 構 築 物 ２，５７３  ２，５５３  ２０ 
      

機械・運搬具・工具器具備品  １，４３９  １，４３７  1 
      

土 地 ３，６５１  ３，６５１  ― 
      

 減 価 償 却 累 計 額 △  ２，３６９  △  ２，２３１  △    １３７ 
      
      

有 形 固 定 資 産 合 計 ５，２９４  ５，４０９  △    １１５ 
      

２ 無 形 固 定 資 産 ７０  ７６  △      ６ 
      

３ 投   資   等      
      

投 資 有 価 証 券 ８４４  ８７３  △     ２８ 
      

長 期 貸 付 金 ２９８  ３５６  △     ５８ 
      

繰 延 税 金 資 産 １，５７７  １，５３９  ３７ 
      

そ の 他 １，１５８  １，４９５  △    ３３７ 
      

 貸 倒 引 当 金 △     １７０  △     ２７４  １０３ 
      
      

投 資 等 合 計 ３，７０７  ３，９９０  △    ２８２ 
      
      

固 定 資 産 合 計 ９，０７２ ３０．８ ９，４７７ ２９．２ △    ４０４ 
      
      

資 産 合 計 ２９，４７５ １００．０ ３２，４０６ １００．０ △  ２，９３０ 
      

      

 
 
 
 
 
 
 
 



（沖ウィンテック） 

－連結 7－ 

        （単位：百万円） 
当連結会計年度 

（平成14年3月31日現在） 
前連結会計年度 

（平成13年3月31日現在） 
増 減 年度別 

 
科 目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 
    

（ 負 債 の 部 ）  ％  ％  
      

Ⅰ 流 動 負 債      
      

支払手形・工事未払金等 １１，０２３  １３，８４３  △  ２，８１９ 
      

短 期 借 入 金 ２１５  ２４８  △     ３３ 
      

未 払 費 用 ８４４  ９３７  △     ９３ 
      

未 払 法 人 税 等 ２３８  １１８  １１９ 
      

未 払 消 費 税 等 １７１  ４１７  △    ２４６ 
      

未 成 工 事 受 入 金 １，４４２  １，２１７  ２２５ 
      

完成工事補償引当金 ６  ９  △      ２ 
      

そ の 他 ３０４  ２３７  ６７ 
      
      

流 動 負 債 合 計 １４，２４７ ４８．３ １７，０３０ ５２．５ △  ２，７８３ 
      

Ⅱ 固 定 負 債      
      

長 期 借 入 金 ３８  ８  ３０ 
      

退 職 給 付 引 当 金 ３，６５５  ３，９４６  △    ２９０ 
      

役員退職慰労引当金 １６５  １４２  ２３ 
      

そ の 他 ２１  ３９  △     １７ 
      
      

固 定 負 債 合 計 ３，８８１ １３．２ ４，１３６ １２．８ △    ２５５ 
      
      

負 債 合 計 １８，１２９ ６１．５ ２１，１６７ ６５．３ △  ３，０３８ 
      
      

      

（少数株主持分） ― ― ― ― ― 
      

（ 資 本 の 部 ）      
      

Ⅰ 資 本 金 ２，００１ ６．８ ２，００１ ６．２ ― 
      

Ⅱ 資 本 準 備 金 １，６００ ５．４ １，６００ ４．９ ― 
      

Ⅲ 連 結 剰 余 金 ７，７２４ ２６．２ ７，６００ ２３．５ １２４ 
      

Ⅳ その他有価証券評価差額金 １９ ０．１ ３６ ０．１ △     １７ 
      
      

 １１，３４６ ３８．５ １１，２３９ ３４．７ １０６ 
      

Ⅴ 自 己 株 式 ― ― △     ０ △ ０．０ ０ 
      
      

資 本 合 計 １１，３４６ ３８．５ １１，２３９ ３４．７ １０７ 
      
      

負債、少数株主持分及び資本合計  ２９，４７５ １００．０ ３２，４０６ １００．０ △  ２，９３０ 
      

      

 



（沖ウィンテック） 

－連結 8－ 

２．連結損益計算書 
（単位：百万円） 

当連結会計年度 
自 平成 13 年 4 月 1 日 
至 平成 14 年 3 月 31 日 

前連結会計年度 
自 平成 12 年 4 月 1 日 
至 平成 13 年 3 月 31 日 

増  減 
年度別 

 
 

科 目 金   額 比 率 金   額 比 率 金  額 比 率 
   ％   ％  ％ 
Ⅰ 完 成 工 事 高  ３２，１３６ １００．０  ４０，５１７ １００．０ △８，３８０ △２０．７ 

Ⅱ 完 成 工 事 原 価  ２７，４５３ ８５．４  ３６，０８２ ８９．１ △８，６２８ △２３．９ 

完成工事総利益  ４，６８２ １４．６  ４，４３４ １０．９ ２４７   ５．６ 

Ⅲ 販売費及び一般管理費  ３，９２３ １２．２  ４，１５８ １０．２ △  ２３５ △ ５．７ 

営 業 利 益  ７５９ ２．４  ２７６ ０．７ ４８３ １７５．０ 

Ⅳ 営 業 外 収 益         

受 取 利 息 ２５   ３９     

受 取 配 当 金 ４   ７     

受 取 手 数 料 ２４   ―     

保 険 金 収 入 ―   １７     

そ の 他 ２１ ７６ ０．２ ２６ ９１ ０．２ △   １４ △１５．８ 

Ⅴ 営 業 外 費 用         

支 払 利 息 ４   ８     

手 形 売 却 損 ０   ６     

そ の 他 ８ １３ ０．０ １７ ３２ ０．１ △   １８ △５８．０ 

経 常 利 益  ８２３ ２．６  ３３５ ０．８ ４８７ １４５．３ 

Ⅵ 特 別 利 益         

固定資産売却益 ０ ０ ０．０ ２ ２ ０．０ △    ２ △９４．２ 

Ⅶ 特 別 損 失         

固定資産売却損 ０   ０     

固定資産除却損 ３   ６     

ゴルフ会員権売却損 ２   ―     

投資有価証券評価損 ６３   ９     

ゴルフ会員権評価損 ８   ６５     

貸倒引当金繰入額 １３   １２５     

特 別 退 職 金 ２２５   ―     
退職給付会計基準 
変更時差異一括償却額 ― ３１６ １．０ ３，２３３ ３，４４０ ８．５ △３，１２４ △９０．８ 

税金等調整前当期純
利益・損失（△）  ５０６ １．６  △３，１０２ △ ７．７ ３，６０９ ― 

法人税、住民税及び事業税 ４０１   ２６８     

法人税等調整額 △  １０７ ２９４ ０．９ △１，４７２ △１，２０３ △ ３．０ １，４９７ ― 

当 期 純 利 益 
・ 損 失 （ △ ）  ２１２ ０．７  △１，８９９ △ ４．７ ２，１１１ ― 

         

 



（沖ウィンテック） 

－連結 9－ 

３．連結剰余金計算書 
   （単位：百万円） 

当連結会計年度 
自 平成 13 年 4 月 1 日 
至 平成 14 年 3 月 31 日 

前連結会計年度 
自 平成 12 年 4 月 1 日 
至 平成 13 年 3 月 31 日 

増  減 
年度別 

 
 
科 目 金   額 金   額 金  額 
Ⅰ 連結剰余金期首残高  ７，６００  ９，５８７ △ １，９８７ 

Ⅱ 連 結 剰 余 金 減 少 高      

株 主 配 当 金 ８７ ８７ ８７ ８７ ― 

Ⅲ 当期純利益・損失（△）  ２１２  △ １，８９９ ２，１１１ 

Ⅳ 連結剰余金期末残高  ７，７２４  ７，６００ １２４ 
      

 



（沖ウィンテック） 

－連結 10－ 

４．連結キャッシュ・フロー計算書       （単位：百万円） 
当連結会計年度 

自 平成 13 年 4 月 1 日 
至 平成 14 年 3 月 31 日 

前連結会計年度 
自 平成 12 年 4 月 1 日 
至 平成 13 年 3 月 31 日 

増  減 
年度別 

 
 
科 目 金   額 金   額 金   額 
Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
税金等調整前当期純利益・損失（△） ５０６ △３，１０２ ３，６０９ 
減 価 償 却 費 ２９３ ２６２  
貸倒引当金の増加・減少（△）額 △   ９２ １６０  
完 成 工 事 補 償 引 当 金 の 減 少 額 △    ２ △    ２  
退 職 給 与 引 当 金 の 減 少 額 ― △  ７８４  
退職給付引当金の増加・減少（△）額 △  ２９０ ３，９４６  
役員退職慰労引当金の増加・減少（△）額 ２３ △   １２  
受 取 利 息 及 び 受 取 配 当 金 △   ３０ △   ４７  
支 払 利 息 ４ ８  
固 定 資 産 売 却 益 △    ０ △    ２  
固 定 資 産 売 却 損 ０ ０  
固 定 資 産 除 却 損 ３ ６  
ゴ ル フ 会 員 権 売 却 損 ２ ―  
投 資 有 価 証 券 評 価 損 ６３ ９  
ゴ ル フ 会 員 権 評 価 損 ８ ６５  
特 別 退 職 金 ２２５ ―  
売 上債 権の減少・増加（△）額 ３，８９２ △２，２９０  
未成工事支出金等の減少・増加（△）額 △１，３８７ １，４０２  
仕 入債 務の増加・減少（△）額 △２，８２１ １，６９３  
未成工事受入金の増加・減少（△）額 ２２５ △  ８７１  
未払消費税等の増加・減少（△）額 △  ２４６ １５５  
そ の 他 １３５ ３９２  

小 計 ５１３ ９９１ △ ４７７ 
利 息 及 び 配 当 金 の 受 取 額 ３３ ４８  
利 息 の 支 払 額 △    ４ △    ７  
特 別 退 職 金 の 支 払 額 △  ２２５ ―  
法 人 税 等 の 還 付 額 １ ２９  
法 人 税 等 の 支 払 額 △  ２８１ △  １７０  

営業活動によるキャッシュ・フロー ３６ ８９０ △ ８５３ 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
有 価 証 券 の 取 得 に よ る 支 出 △  １５８ △  １２８  
有 価 証 券 の 売 却 に よ る 収 入 １９６ １７０  
有 形固 定資産の取得による支出 △  １２５ △  １８４  
有 形固 定資産の売却による収入 ０ ０  
無 形固 定資産の取得による支出 △   １３ △   １７  
無 形固 定資産の売却による収入 ０ ８  
投 資有 価証券の取得による支出 △  ３１８ △  ９１８  
投 資有 価証券の売却による収入 ２５４ ４６９  
ゴ ルフ 会員権の売却による収入 ２５ ―  
そ の 他 ０ ６  

投資活動によるキャッシュ・フロー △  １３９ △  ５９４ ４５４ 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
短 期 借 入 れ に よ る 収 入 １７０ １７０  
短 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △  １７０ △  １７０  
長 期 借 入 れ に よ る 収 入 ８０ ―  
長 期 借 入 金 の 返 済 に よ る 支 出 △   ８３ △  １５６  
自己株式売買による収入・支出（△）額 ０ △    ０  
配 当 金 の 支 払 額 △   ８８ △   ８７  

財務活動によるキャッシュ・フロー △   ９１ △  ２４３ １５２ 
Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 ― ― ― 

Ⅴ 
現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 
増 加 ・ 減 少 （ △ ） 額 

△  １９３ ５１ △ ２４５ 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ３，３３８ ３，２８７ ５１ 
Ⅶ 現金及び現金同等物の期末残高 ３，１４４ ３，３３８ △ １９３ 

 



（沖ウィンテック） 

－連結 11－ 

連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
１．連結の範囲に関する事項 

連結子会社数 ３社 
連結子会社は、芝浦沖電設㈱、㈱オーテム、㈱オーケーエンタプライズの３社であります。 

２．持分法の適用に関する事項 
関連会社九州沖通信機㈱については連結純損益及び連結剰余金に及ぼす影響が軽微であり、
かつ全体としても重要性がないため、同社に対する投資勘定については、持分法を適用せず原
価法により評価しております。 

３．連結子会社の事業年度関する事項 
連結子会社の事業年度は全て当社と一致しております。 

４．会計処理基準に関する事項 
(1)重要な資産の評価基準及び評価方法 

有価証券 
その他有価証券 
 時価のあるもの  決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定） 

 時価のないもの  移動平均法による原価法 
たな卸資産 
未成工事支出金  個別法による原価法 
材料貯蔵品  総平均法による原価法 

(2)重要な減価償却資産の減価償却方法 
有形固定資産  定率法によっております。 
無形固定資産  定額法によっております。 

  なお、自社利用ソフトウェアについては、社内におけ
る利用可能期間（５年）に基づく定額法を採用しており
ます。 

(3)重要な引当金の計上基準 
貸倒引当金  売上債権、貸付金等の貸倒による損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等
特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収
不能見込額を計上しております。 

完成工事補償引当金  完成工事に係るかし担保の費用に備えるため、法人税
法の規定による限度相当額（法定繰入率）を計上してお
ります。 

退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末に
おける退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計
上しております。 

  過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務
期間以内の一定の年数（１４年）による定額法により費
用処理しております。 

  数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時におけ
る従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１４
年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌
連結会計年度から費用処理することとしております。 

役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支給に備えて、内規に基づく期末
要支給額を計上しております。 

(4)重要なリース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
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(5)その他連結財務諸表作成のための重要な事項 
①長期請負工事の収益計上基準 

請負金額 2 億円超で、かつ工期が 24 ヵ月を超える工事については、工事進行基準を適
用しており、完成工事高は 1,415 百万円であります。 

②消費税等の会計処理 
消費税及び地方消費税に相当する額の会計処理は、税抜方式によっております。 

５．利益処分項目等の取扱いに関する事項 
連結剰余金計算書は、連結会社の利益処分について連結会計年度中に確定した利益処分に基
づいて作成しております。 

６．連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引
き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負
わない取得日から 3ヵ月以内に償還期限の到来する短期投資並びに公社債投資信託からなって
おります。 
 

表示方法の変更 
 
（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度において区分掲記しておりました「保険金収入」（当連結会計年度 4 百万円）
は営業外収益総額の 100 分の 10 以下となったため、当連結会計年度より営業外収益の「その
他」に含めて表示しております。 
「受取手数料」は、前連結会計年度まで営業外収益の「その他」に含めて表示しておりまし
たが、当連結会計年度において営業外収益総額の 100 分の 10 を超えたため区分掲記いたしま
した。なお、前連結会計年度の「受取手数料」は 6 百万円であります。 

 
注 記 事 項 

 
（連結貸借対照表関係） 当連結会計年度 前連結会計年度 
１．非連結子会社及び関連会社に対する金額 

投資有価証券（株式） 7 百万円 7 百万円 
２．受取手形割引高 42 百万円 890 百万円 
３．当連結会計年度末日満期手形 

当連結会計年度末日が休日（金融機関の休業日）につき、連結会計年度末日満期手形を交換
日に入･出金の処理をする方法によっております。当連結会計年度末日満期手形の金額は次の
とおりであります。 
受取手形 54 百万円 ― 
受取手形割引高 42 百万円 239 百万円 

 
（連結損益計算書関係） 当連結会計年度 前連結会計年度 
１．固定資産売却益の主なもの 車両 電話加入権 
２．固定資産除却損の主なもの 工具器具備品 工具器具備品 
 
（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 
１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 
 当連結会計年度 前連結会計年度 

現金預金勘定 2,144 百万円 3,338 百万円 
有価証券勘定に含まれる公社債投資信託 1,000 百万円 ― 
現金及び現金同等物 3,144 百万円 3,338 百万円 
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（セグメント情報） 
１．事業の種類別セグメント情報 

全セグメントの売上高の合計、営業利益及び全セグメントの資産の金額の合計額に占める情
報通信システム及び電気設備工事業の割合がいずれも 90％を超えているため、事業の種類別セ
グメント情報の記載を省略しております。 

２．所在地別セグメント情報 
在外支店及び在外連結子会社がないため、記載しておりません。 

３．海外売上高 
海外売上高が連結完成工事高の 10％未満で重要性がないため、海外売上高の記載を省略して
おります。 

 
（リース取引関係） 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
１．借手側 
(1)リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 

 当連結会計年度 前連結会計年度 
機械・運搬具・工具器具備品 
 取得価額相当額 8 百万円 11 百万円 
 減価償却累計額相当額 6 百万円 6 百万円 
 期末残高相当額 2 百万円 4 百万円 
なお、取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割
合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

(2)未経過リース料期末残高相当額 
 当連結会計年度 前連結会計年度 

 １  年  内 1 百万円 2 百万円 
 １  年  超 0 百万円 2 百万円 
  合   計 2 百万円 4 百万円 
なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残
高等に占める割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

(3)支払リース料、減価償却費相当額 
 当連結会計年度 前連結会計年度 

 支払リース料 2 百万円 2 百万円 
 減価償却費相当額 2 百万円 2 百万円 

(4)減価償却費相当額の算定方法 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
 

２．貸手側 
(1)リース物件の取得価額、減価償却累計額及び期末残高 

 当連結会計年度 前連結会計年度 
機械・運搬具・工具器具備品 
 取得価額 169 百万円 168 百万円 
 減価償却累計額 127 百万円 106 百万円 
 期末残高 41 百万円 62 百万円 

(2)未経過リース料期末残高相当額 
 当連結会計年度 前連結会計年度 

 １  年  内 33 百万円 38 百万円 
 １  年  超 34 百万円 62 百万円 
  合   計 68 百万円 100 百万円 
なお、未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高及び見積残存価額の合計
額が営業債権の期末残高等に占める割合が低いため、受取利子込み法により算定しております。 
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(3)受取リース料、減価償却費 
 当連結会計年度 前連結会計年度 

 受取リース料 38 百万円 41 百万円 
 減価償却費 24 百万円 24 百万円 

 
（有価証券関係） 

当連結会計年度（平成 14 年 3 月 31 日現在） 
 １．その他有価証券で時価のあるもの                     （単位：百万円） 

 取 得 原 価 連結貸借対照表 
計 上 額 差   額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    
(１) 株     式 １０３ １７０ ６６ 
(２) 債     券 ― ― ― 
(３) そ  の  他 ３１６ ３１７ １ 

小   計 ４２０ ４８７ ６７ 
連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    
(１) 株     式 １９８ １６７ △  ３１ 
(２) 債     券 １４０ １３９ △   ０ 
(３) そ  の  他 １００ ９７ △   ２ 

小   計 ４３９ ４０４ △  ３４ 
合   計 ８５９ ８９２ ３３ 

 ２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成 13 年 4 月 1 日 至平成 14 年 3 月 31 日） 
売却損益の合計額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 ３．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額 
その他有価証券  
ＭＭＦ ５００百万円 
ＦＦＦ ４００百万円 
中期国債ファンド １００百万円 
非上場株式 ８４百万円 

 ４．その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額          （単位：百万円） 
区  分 1 年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超 

(１)債券     
  社債 １３９ ― ― ― 
(２)その他 ― ― １００ ― 

合  計 １３９ ― １００ ― 
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前連結会計年度（平成 13 年 3 月 31 日現在） 
 １．その他有価証券で時価のあるもの                     （単位：百万円） 

 取 得 原 価 連結貸借対照表 
計 上 額 差   額 

連結貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    
(１) 株     式 １６６ ２４４ ７７ 
(２) 債     券 １５１ １５１ ０ 
(３) そ  の  他 ３１４ ３１６ １ 

小   計 ６３２ ７１２ ８０ 
連結貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    
(１) 株     式 １１７ １００ △  １６ 
(２) 債     券 １７８ １７７ △   ０ 

小   計 ２９５ ２７８ △  １７ 
合   計 ９２８ ９９０ ６２ 

 ２．当連結会計年度中に売却したその他有価証券（自平成 12 年 4 月 1 日 至平成 13 年 3 月 31 日） 
売却損益の合計額の重要性が乏しいため、記載を省略しております。 

 ３．時価評価されていない主な「有価証券」の内容及び連結貸借対照表計上額 
その他有価証券  
非上場株式 ５５百万円 

 ４．その他有価証券のうち満期があるものの連結決算日後における償還予定額   （単位：百万円） 
区  分 1 年以内 1 年超 5 年以内 5 年超 10 年以内 10 年超 

債券     
  社債 １７８ ― ― ― 
  その他 ― １５０ ― ― 

合  計 １７８ １５０ ― ― 
 
（デリバティブ取引関係） 

デリバティブ取引を行っておりませんので該当事項はありません。 
 
（退職給付関係） 
１．採用している退職給付制度の概要 

当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度、適格退職年金制度及
び退職一時金制度を設けております。 
厚生年金基金制度につきましては、沖電気工業厚生年金基金が昭和 62 年 4 月 1 日に連合形態
に移行しており、当社はこれに加入しております。 

 
２．退職給付債務に関する事項 

 当連結会計年度 前連結会計年度 
退職給付引当金 3,655 百万円 3,946 百万円 

 
当連結会計年度 

（注）１．厚生年金基金の代行部分を含めて記
載しております。 
２．平成 12 年 3 月の厚生年金保険法の
改正に伴い、当連結会計年度において
当社が加入している沖電気工業厚生
年金基金の代行部分に係る支給開始
年齢の引き上げについての規約改正
を行ったことにより、過去勤務債務
（債務の減額）が発生しております。 

３．連結子会社は、退職給付債務の算定
にあたり簡便法を採用しております。 

 
前連結会計年度 

（注）１．厚生年金基金の代行部分を含めて記
載しております。 
２．連結子会社は、退職給付債務の算定
にあたり簡便法を採用しております。 
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３．退職給付費用に関する事項 
 当連結会計年度 前連結会計年度 
退職給付費用 559 百万円 3,711 百万円 

 
当連結会計年度 

（注）１．上記退職給付費用以外に割増退職金
225 百万円を支払っております。 
２．厚生年金基金に対する従業員拠出額
を控除しております。 

３．簡便法を採用している連結子会社の
退職給付費用は、勤務費用に計上して
おります。 

 
前連結会計年度 

（注）１．厚生年金基金に対する従業員拠出額
を控除しております。 
２．簡便法を採用している連結子会社の
退職給付費用は、勤務費用に計上して
おります。 

 
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 当連結会計年度 前連結会計年度 
イ 退職給付見込額の期間配
分方法 

期間定額基準 同左 

ロ 割引率 2.8％ 3.5％ 
ハ 期待運用収益率 4.0％ 4.0％ 
ニ 過去勤務債務の額の処理
年数 

14 年（発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年
数による定額法により費用処
理しております。 

― 

ホ 数理計算上の差異の処理
年数 

14 年（各連結会計年度の発生
時における従業員の平均残存
勤務期間以内の一定の年数に
よる定額法により按分した額
をそれぞれ発生の翌連結会計
年度から費用処理することと
しております。） 

14 年（発生時の従業員の平均
残存勤務期間以内の一定の年
数による定額法により、翌連
結会計年度から費用処理する
こととしております。） 

ヘ 会計基準変更時差異の処
理年数 

― 適用初年度に一括費用処理し
ております。 
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